
はじめに
　本稿は、4回の連載を通じて、国保税徴収率の向上について検討する。第1回は群馬県市町村国保税の実態と取り巻く状況に
ついて述べた。第2回は、さらなる収納率の向上のために先進的で効率的な徴収手法として、徴収一元化と共同徴収について
述べた。今回はITを活用した自動音声電話催告システムを取り上げる。
　徴収業務では、さまざまな場面でITと民間部門が活用されている。たとえば、コンビニ収納やクレジット収納、ペイジーな
どの納付は、インターネットを経由して、コンビニやクレジット会社、金融機関に収納を代行してもらう仕組みであり、ITと
民間部門の活用の一例である。インターネット公売やコールセンター、窓口業務の委託なども、ITと民間部門を活用した例で
ある。
　本稿では、そういった数々のITと民間部門を活用した事例のうち、先進的な事例として、自動音声電話催告システムについ
て検討する。自動音声電話催告システムは、音声合成技術により人手が不要となり、対人非接触であるため苦情を回避でき
る。また、アンケート機能を内蔵しているので、滞納者に納付しない理由を答えてもらうことも可能である。

1. 効率的な電話催告とは
　効率的な徴収とは、滞納案件の適切な処分が重要であ
る。適切に処分するには、差し押さえる案件と執行停止す
る案件の見極めが重要で、電話催告と文書催告、臨戸をい
かに実行していくかで効率的な徴収が決まる。特に、督促
状発布10日後の初動段階の電話催告は有効である。
　電話催告は文書催告に比べて手間がかかる。文書催告は
文書を一方的に送りつけるだけだが、電話催告は、滞納者
と電話で会話するため、電話をしてみないことには、会話
の展開はわからない。滞納者がすんなり聞き入れる場合も

あれば、クレームにつながることもある。不確実性が高
い。だが電話催告の効果は大きい。
　督促状発付10日後以降のつながりやすい時間帯や曜日
に、短期間で一斉に電話催告することが最も効率的である
が、人間には24時間365日の限界があり、多くの人員を
揃えなければ、大量の電話催告は難しい。また、最近では
固定電話を持たない世帯も増えており、電話の接続率を高
めるために、携帯電話番号の把握や留守番電話の活用が課
題となっている。

2. 自動音声電話催告システムを導入するまで
　八王子市保険収納課は平成26年9月より自動音声電話催
告システムを導入している。八王子市は、群馬県内市町村
と同様に国保税として徴収している。八王子市は、東京多
摩26市で最も面積が広く、最も人口が多い。ベッドタウン
の一方で、市内に大学も多いことから、学生も多く、人口
移動が多い。
　システム導入を検討した平成25年度当時の国保加入世
帯数は約94,000世帯(八王子市の全世帯は約258,800
世帯)で、国保加入者数は約155,500人(八王子市の人
口は約562,000人)であった。平成25年度の収納率は

89.2%で、うち滞納繰越収納率は20.7%であった。当時
の八王子市は、滞納繰越の対策を主眼に置き、債権差押を
年間1,200件行い、目標額、収納状況等が庁内で共有され
ておらず、現状把握なしでバラバラな業務が行われてい
て、現年対策にまで手が回っていない状態であった。現年
分については、嘱託員2名で主に現年分の電話催告を行っ
ていた。案件によっては苦情になり電話が長引くことも
あった。電話催告件数は年間約8,000件で、電話催告によ
る納付額は約4,000万円であった。

3. 自動音声電話催告システムの概要
　自動音声電話催告システムは、合成音声を用いて指定し
た日時に電話を発信するシステムである(図1)。音声メッ
セージは、文字データから即時に合成を行うので、人手は
不要である。庁舎とサーバー間はIPSec方式で暗号化通信
を行うなど、情報漏洩対策を施している。

　導入経費は約160万円で、月額経費(機器レンタル代)は
約11万円である。八王子市は導入経費と平成26年度と平
成27年度の月額経費に東京都特例調整交付金をあて、自己
負担は電話代のみ(平成26年度約6万円、平成27年度約
15万円)とした。

キヤノングローバル戦略研究所　主任研究員 柏木　恵

更に収納率を向上させるためには更に収

第3回

キヤノングローバル戦略研究所　主任研究員 柏木　恵

収納率を向上させるためには収納率を

回 先進的で効率的な徴収手法②
－自動音声電話催告システム－

6 No.19群馬の国保



おわりに
　今回は、八王子市保険収納課の自動音声電話催告システムを紹介した。1件あたり241円のコストをかけても、13,284円
徴収できれば、費用対効果は55倍である。このようにITを活用した効率的な徴収を模索することは、自治体への大きな助けに
なるだろう。

柏木 恵氏 プロフィール

キヤノングローバル戦略研究所主任研究員。
税理士。博士（経済学）（中央大学）。白鴎大学客員教授。
株式会社大林組を経て、2001年より富士通総研で国や自治体のコンサルティングに従事。
2009年より現職、現在に至る。

日本財政学会員、日本地方財政学会員、国際公共経済学会員。総務省地方財政審議会特別委員、総務省
「官民連携入札等監理委員会」専門委員、総務省「地方公会計の活用のあり方に関する研究会」委員、
東京都「固定資産評価に関する検討委員会」委員、横浜市税制調査会委員などを歴任。

専門分野は財政学、地方財政、公会計、官民連携など。

4. 自動音声電話催告システムの効果
　自動音声電話催告システムの効果は表1のとおりであ
る。平成26年9月から平成27年3月までの半年で、現年
分0.6％(平成25年度89.2％→平成26年度89.8％)、滞
納繰越分2.0％(平成25年度20.7％→平成26年度
22.7％)上昇した。電話催告だけで1億3300万円の増収
となった。具体的には、発信件数10,012件に対して、滞
納者につながった件数(接続件数)は5,359件(接続率
53.5％)で、そのうち、3,577件が納付した(納付率
66.7％)。発信件数あたり平均納付額は、13,284円であ
る。
　自動音声電話催告システムにはアンケート機能もあるの
で、滞納者の現在の状況について質問した。その質問に対
する回答は916件あった。納付書紛失が174件、口座振替
希望が31件、社会保険加入が51件、折返し電話希望が
100件、内容了解が560件であった。
　平成27年度も自動音声電話催告システムを活用し、現年
分の収納率は90.3％(0.5％上昇)、滞納繰越分の収納率は
26.1%(3.4％上昇)した。

　自動音声電話催告システムを導入したことにより、今ま
で強化出来なかった現年対策の構築が可能となり、収納
率・額及び進行管理表を作成し、職員に「見える化」を図
ることによる情報共有を図り、滞繰分の収納額向上に繋げ
ることが出来た。以前の電話催告員2名は納付書再発行や
口座振替依頼書送付等の事務などの対応をすることとな
り、プレッシャーからも解放され、平成27年度より2名増
員し4名体制にて業務を行っている。

■表1 自動音声電話催告システムの効果

■図１ 自動音声電話催告システムの概要

発信件数A
接続件数B
接続率（B／A）
納付件数C
納付率（C／B）
納付金額D
発信件数あたり平均納付額（D／A）
接続件数あたり平均納付額（D／B）
発信件数あたり費用

平成26年度
（9月～3月）

平成27年度
（4月～3月）

10,012件
5,359件
53.5％
3,577件
66.7％

1億3,300万円
13,284円
24,818円
241円

21,741件
11,192件
51.5％
6,789件
60.7％

2億6,031万円
11,973円
23,259円

60円＋電話代
出所：Hoyaサービス資料より作成

出所：Hoyaサービス資料

市町村庁舎

システムの操作は、庁舎内で行います。
対象者への電話も庁舎内から発信します。

スクリプト作成
リスト作成
発信指示
集計指示

システム端末
（専用PC）
CSV
ファイル

（主管課様執務室内）

発信装置とサーバーが一対の仕組みとなっており、暗号化など外部への情報漏洩対策が施されています。
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